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導入促進基本計画 

 

 

１ 先端設備等の導入の促進の目標 

（１）地域の人口構造、産業構造及び中小企業者の実態等 

   鳥栖市の人口は、平成３０年５月末では７３，０２８人、令和６年５月末で  

は７４，３８１人と、継続的に増加している。令和６年５月末の生産年齢人口は

４６，０１２人で、全体の約６割を占めている。 

   市内には３，１３２の事業所があり、産業分類ごとの従業者数は、卸売・小売

業が全体の３２％と最も多く、次いで宿泊業・飲食サービス業が１１％、医療・

福祉業が９％となっており、この３業種で全体の約５割を占めている。 

鳥栖公共職業安定所管内の有効求人倍率は、令和６年１２月末では１．４０倍

と全国平均の１．２５倍を上回るなど求人もコロナ禍と比べ回復傾向にある。ま

た、従業員の高齢化も進み、市内の中小企業者は人手不足に直面している。 

今後さらに深刻化する人手不足に対応し、事業継続性を保つことができるよう

にするため、先端設備等の導入により労働生産性の向上を進めていくことは必要

不可欠である。 

そこで、本計画により中小企業者の先端設備等の導入を支援することで、鳥栖

市が現在、取り組む企業誘致、創業支援、融資制度の推進等と合わせて、市内の

中小企業者の事業基盤強化を目指す。 

 

（２）目標 

   中小企業等経営強化法第４９条第１項の規定に基づく導入促進基本計画を策

定し、中小企業者の先端設備等の導入を促すことで、設備投資が活発な自治体の

１つとなり、さらに経済発展していくことを目指す。 

   これを実現するための目標として計画期間中に７０件程度の先端設備等導入

計画の認定を目指す。 

 

（３）労働生産性に関する目標 

   先端設備等導入計画を認定した事業者の労働生産性（中小企業等の経営強化 

に関する基本方針に定めるものをいう。）が年率３％以上向上することを目標と 

する。 

 

２ 先端設備等の種類 

  鳥栖市内の経済、雇用を支えている産業で広く事業者の生産性向上を実現する必

要があり、多様な産業の多様な設備投資を支援する観点から、本計画において対象

とする設備は、中小企業等経営強化法施行規則第７条第１項に定める先端設備等全



てとする。 

 

３ 先端設備等の導入の促進の内容に関する事項 

（１）対象地域 

   市内における全ての地域で中小企業者が事業を営んでいることから、中小企業

者による幅広い取組を促すため、本計画の対象地域は、市内における全ての地域

を対象とする。 

 

（２）対象業種・事業 

   中小企業者の幅広い取組を促すため、対象業種・事業は、全ての業種及び事業 

  を対象とする。 

 

４ 計画期間 

（１）導入促進基本計画の計画期間 

   令和７年４月１日～令和９年３月３１日とする。 

 

（２）先端設備等導入計画の計画期間 

   ３年間、４年間又は５年間とする。 

 

５ 先端設備等の導入の促進に当たって配慮すべき事項 

（１）雇用の安定に配慮するため、人員削減を目的とした取組については計画認定の

対象としない。 

（２）市税を完納していない中小企業者については計画認定の対象としない。 

（３）公序良俗を害するおそれのある事業については計画認定の対象としない。 

（４）反社会的勢力との関係が認められる事業については計画認定の対象としない。 

（５）鳥栖市は、先端設備等導入計画の進捗状況を定期的に把握するため、中小企業 

  者が行った自己評価の実施状況に関する書類の提出を求めることがある。 

 

 

 

 

 


